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終章 結論と展望 
 
1． 本論文の要約と先行研究との関係 
 本稿は、戦前期の東アジアを対象にして、その地域間に作用した“共時”的構造を検討
するとともに、その構造の中で東アジア諸地域に生じた違いを比較してきた。この分析の
結果、東アジアの“共時”性・地域間分業のあり方と、その分業関係の中で分化してきた
違いの双方を、部分的ではあるが、浮き彫りにすることができたのではないか。 
 第 1・2 章では、東アジア域内の国際分業と、両大戦間期に生じた転換の歴史的意義につ
いて論じた。日本と中国は、世界的に見て、ともに労働が豊富で資本・土地が稀少な状況
にあり、両国は、特に当初は産業面で競合関係になることが多かった。赤松氏が強調した
ように、日中貿易は≪同質化→異質化→再同質化≫の過程をたどり、特に同質化・再同質
化の局面で、競合関係は熾烈になったと言える。他の地域と比べれば、日本との分業関係
が植民地ほど異質化せず、明治期には、茶・生糸・花莚などをめぐる「アジア間競争」が、
両大戦間期には、中国における紡績業・メリヤス製造業などの輸入代替化とそれを契機と
する貿易摩擦・「アジア間競争」が、それぞれ生じたのである。そして、この「アジア間競
争」の諸相を解明するためには、制度の面でも競争していたことに着目する必要がある。
よって、第 1 章の分析は、第 4 章以降の比較史の意義を強調するとともに、第 4～6 章・終
章の比較史研究をそれぞれ有機的に結びつける“共通の基盤”としての役割を担っている
と言える。 
 第 2 章で示唆した太平洋経済圏の成長は、その地域圏内の多様性に依拠している。18～
19 世紀に成長した大西洋圏は、工業化しつつあった西ヨーロッパ、奴隷の供給地であるア
フリカ、土地・資源はあるが労働力が稀少なアメリカ大陸という多様性を、成長の原動力
としていた。同様に太平洋圏も、労働力は稀少であるが土地・資本が豊富なアメリカ大陸、
同じく労働力は稀少であるが資源が豊富で資本が稀少な東南アジア、労働力は豊富である
が土地が少ない東アジアといった多様性を内包していた。さらに、労働が豊富な東アジア
は経済的に多様であった。その多様性は、労働・土地・資本という本源的生産要素を考慮
するだけでは捉えきれず、労働の多様性や、その多様な労働力を育成・促進する制度・組
織にまで分析を拡張する必要がある。その特質は、日本・中国ともに、質が多様な労働力
を多く投入する労働集約的産業に比較優位があったことに起因していよう。 
 第 3 章以降では、その労働集約的産業（花莚製造業・メリヤス製造業・製帽業など）を
秩序づける制度・組織形態の違いに着目して、日本と中国・台湾とを比較した。比較の結
果、同じ雑貨を生産していたとしても、地域によって特徴を異にしており、各産地のパフ
ォーマンスも対照的であったことが明らかにされた。このような分析から、各地域の経済
制度的多様性を浮かび上がらせ、さまざまな産業の比較を積み重ねることにより、日本経
済や中国経済・台湾経済の特質、とりわけ日本経済の東アジアにおける特異性を解明する
ことにつながろう。 
 第 4 章では、花莚製造業を対象に取り上げ、日本の領事報告を史料として日本と中国を
比較した。まず、広東の花莚の品質が画一的で大口取引に有利であるのに対し、日本の輸
出用花莚は種類が多様であり、品質を向上させる傾向にあった点を指摘した。違いを生ん
だ制度的要因として、両国における同業者組織が生産者・商人を規律づけるメカニズムに
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違いがあること、同業者組織と政府との関係にも違いがあることなどを明らかにした。こ
の章の比較によって、日本・中国ともに一長一短があったが、製品が多様で、その品質も
改善されたことから、長期的に見れば、日本の方が良好なパフォーマンスであったと言え
る。しかし、日本が全面的に優れていて、中国の方が全面的に劣っているものではないこ
とも示唆された。 
 第 5 章では、メリヤス製造業を対象に取り上げ、日本の東京・大阪と、中国の上海・上
海近郊とを比較した。日本では、「製造問屋型生産組織」と呼ばれたように、分業化された
生産工程の一つを担う中小工場同士のネットワークや製造問屋の調整によって、多種多様
なメリヤス製品が生産され、その結果、多様な販路に対応することができた。そのような
同業者間連鎖を支えるように、同業者組織が製品検査などの役割を担っていた。それに対
し、中国（特に上海とその近郊）では、「規模の経済」・「範囲の経済」を発揮しつつ多種類
の機械を設置して多様な製品を工場内で内部化した大工場と、単純な製品のみを生産する
小工場・家内生産とに、二極分化する傾向が見られた。日本も中国も、多様な製品を生産
しようとした点では収斂傾向が見られたものの、特に中国では、中小工場を利用し日本の
ような分業構造を形成するまでには至らなかった。それを反映して、中国における同業者
組織や産地の取引慣行も、日本とは異なっていたことが読みとれる。 
 第 6 章では、模造パナマ帽を対象に、その主要産地である沖縄と台湾における取引慣行
を比較した。沖縄では長期的取引慣行が支配的になった結果、同業者組織が強靱であり、
高品質の帽子に特化するのに寄与した。それに対し、台湾では短期的取引慣行が支配的に
なった結果、「悪貨は良貨を駆逐する」という「逆選択」的状況が発生し、同業者組織も脆
弱なままであった。しかし、その結果、台湾は中・下級品に特化し、激しい市場変動に対
応する途を選択し、それが功を奏したと言える。生産者・商人の行動様式の違いが、沖縄
と台湾の産地組織を対照的なものにし、産地間の相互交流があったにもかかわらず、産地
の特徴が収斂することはなかったことが示された。 
 第 4～6 章を総合すると、暫定的な結論ではあるが、日本と中国（台湾）の間に、同業者
組織や産地の結集力の違いなどが共通して見いだされた。そこで、第 7 章では、同業者組
織に着目することによって、輸出品検査に対する認識の違い、その背後にある「粗製濫造」
に対する認識の違いを検討した。その結果、日本では、同業者組織（同業組合・工業組合）
によって、製品検査が導入され、その成果は千差万別であるものの、その制度を当然視す
る意識が広範に見られたことが示された。それに対し、中国の同業者組織（公所・公会）
では、日本と違い、組合あげての検査は見られなかった。究極的に言えば、その違いには、
日本と中国の経済観―たとえば、品質に対する認識の違い、同業者組織に対する期待の違
い、産地に対する認識の違い、政府に対する認識の違いなど―が反映されている。さらに、
官営検査制度は、日本・中国ともに設立されたが、日本では組合と政府の間で情報・問題
意識が共有される傾向にあった一方、中国では同業者組織と政府の間に断絶があり、管見
の限り、生産者・商人側から検査制度の要求が出されることは稀であった。このように、
両国は特徴を異にしていたのである。最後に、「補論」では、景徳鎮を事例に取り上げ、景
徳鎮を束ねる紐帯の弱さを示すことによって、第 7 章の仮説を、部分的にでも立証するこ
とができたと思われる。 
 以上がこれまで明らかにしてきた点である。それらの違いは、日本と中国の近代化・工
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業化のあり方の一端を映し出している。序章で言及した川勝氏の「脱亜」概念も、要素投
入量の違いのみならず、上記のような経済認識の違い、それと密接に連関している制度・
慣行の違いも視野に入れる必要があろう。日本と中国・台湾にはそれぞれ一長一短があっ
たが、現在から見ると、日本の方が、長期的視点に立って人的資本を蓄積し、需要変化に
対応したり品質を改善したりする能力を身につけやすかったと言えるかもしれない。他方、
中国・台湾は、日本とは異なる制度・慣行を採用し、日本とは異なる長所・短所を有した。
社会変動が激しい環境下では、中国の特徴は長所になることも考えられる。 
 以上が本論文の要約である。ここで、先行研究との関係についても言及しておきたい。
これまで取り上げた商品以外の研究として、製糸業を対象とした古田和子氏・内田金生氏
の研究が、紡績業・マッチ製造業とネットワークとの関係を対象としたコクラン（Cochran）
の研究などがある。そのうち、古田氏は、上海製糸業との関連で、柔軟に対応する商人ネ
ットワークの意義を強調し、内田氏は、広東の生糸取引において短期的商人取引が優勢で
ある状況を活写した1。他方、コクランによる一連の研究では、企業を単位としない、中国
人の雇用・移動ネットワークの意義が強調されている2。以上の研究は、ともに中国の経済
的特質を明らかにしており、力点を異にしているが、本稿と補完的な主張をしている。す
なわち、これらの研究と照らし合わせると、本稿の結果はある程度の普遍性を持っている
ことを示している。以上の研究などで示された他産業も含め、本稿の説得力をより高めて
いくことは今後の課題であろう。 
最後に、その違いが生じた歴史的起源は何であり、それが現代のアジア経済に及ぼした
影響は何であったのか、という問いが残されている。その 2 点については、本稿の範囲か
ら逸脱しているが、先行研究の成果も利用し、私見を述べておく必要はあろう。 
 
2．本論文の歴史的含意―さらなる歴史的起源をもとめて 
本稿の分析から安易な一般化は避ける必要があるものの、これらの産業に共通する日本
と中国の差異を一般化しておく必要はあろう。既に述べたように、産業によって違いがさ
まざまな表れ方をしており、一概には断定しにくい。たとえば花莚の場合、産地の結束は
広東の方が強く見える一方、メリヤス製造業・製帽業では正反対のように見える。しかし、
広東における結束と他の産地における分散性は、コインの裏表であるように思えてならな
い。これらの違いの間に通底する共通点とは何であろうか。 
その一つとして、経済主体の長期的視点と短期的視点との違いが見いだされるのではな
いか。日本では、政府の政策にも促され、長期的視点に立って行動する（もしくは、それ
を目指す）傾向があったのに対し、中国では、短期的視点に立って行動する傾向があった
点である。もちろん、長期と短期というのは程度の問題であり、各国民の中に個人差もあ
る。しかし、実はこの違いが程度の差以上の質的差異を生むことがある。短期的行動をと
るか、長期的行動をとるかによって、ゲームの構造が変わってくるからである。たとえば、
                                                  
1 古田和子「近代製糸業の導入と江南社会の対応―日中の交流と比較を含めて」（平野健一郎編『近代日本
とアジア―分化の交流と摩擦』東京大学出版会、1984 年所収）；内田金生「輸出産品の競争力と組織間関
係―戦前期における対米生糸輸出の日中比較分析」（松本貴典編『戦前期日本の貿易と組織間関係―情報・
調整・協調』新評論、1996 年所収）。 
2 Cochran, Sherman, Encountering Chinese Networks: Western, Japanese, and Chinese Corporations in China, 
1880-1937, University of California Press, 2000. 
 138
短期的視点に立脚するプレイヤーが多い社会では、「囚人のジレンマ」に陥りやすく、各プ
レイヤーの利害と反する公共問題を自発的に解消するのは困難になる。それに対し、将来
の利益を高く評価するプレイヤーが多いほど、また同一相手とゲームを行い続ける確率が
高いほど、「囚人のジレンマ」は回避され、長期的協力関係を維持することが容易になる。
花莚に即して言えば、中国では、長期的利害を重視するメカニズムを作るため、ある仲間
内で取引を限定し、組合内懲罰を発展させることで、無限回ゲームに近づけて取引を規律
づけたと考えることができる。すなわち、短期的利益のみを考慮する人の間でも、このよ
うなメカニズムを構築することによって、協調的均衡に達することが可能になる。しかし、
ゲーム理論の知見は、有限回ゲームで一部非合理的なプレイヤーがいると、異なるメカニ
ズムを通じて協力均衡に達する可能性が生まれることも示している3。本稿の分析が正しけ
れば、日本では組合内懲罰より穏健で“中間的”な解決策を模索した。逆に、中国では、
組合内懲罰と短期的行動は一見して異なっていたように見えるが、短期的行動を抑制する
ために強い規律を必要とする意味で、表裏一体の関係にあった可能性もある。 
この長期的行動様式と短期的行動様式の関係は、政府と民間の関係とも密接に関連して
いる。総じて、日本では、政府と民間の距離が近く情報が共有される程度が大きかった。
それに対し、中国は、政府と民間の間に距離がありその間に情報が共有されていないとい
う印象を与える。先行研究でも示されているように、政府と民間との関係の違い4、それら
と密接に連関している「公」と「私」の観念の違い5などが根底にあり、それらの違いが「ア
ジア間競争」の過程で両国を分岐させた一因になったかもしれない。特に環境が不安定に
ならざるを得ない場合、政府と民間の関係が短期的関係に終始することは考えられる6。 
さらに、長期的行動様式と短期的行動様式の違いは、企業に対する観念の違いにもなっ
て表れる。中国では、「合股」と呼ばれる形態が注目され、それが中国的特質とすら言われ
てきた7。「股分公司」という近代的株式会社が組織された後でも、「合股」の特徴は現代の
中国経済の底流にまで一貫していると言われる。そこでは、股が信用を媒介し、それも地
縁・血縁などさまざまなルートを通じて柔軟に組織されるものであった。また、股は合股
に対して、官利（出資に対する配当）のみならず、紅利（利益の配当）も受けることが可
能であった。以上の特質から特筆すべき点は、合股という形態は、その存続が最重要視さ
れたわけではなく、融通むげに組織・解散されることに特徴があった点である。これは、
日本で近世期に成長し、近代に入っても財閥経営に影響を及ぼした「総有」とは似て非な
                                                  
3 ギボンズ・R『経済学のためのゲーム理論入門』創文社、1995 年、225～234 頁。同書では、無限回ゲー
ムによる均衡は「脅しと約束」にもとづく均衡と呼び、有限回ゲームでも協力的行動がとられる均衡を「評
判」均衡と呼んでいる。後者が日本でみられた均衡であるとはまだ立証していないが、ここで確認したい
ことは、協力行動をとる均衡は複数あり、必ずしも中国型だけではないということである。そして、ここ
で登場する「非合理的プレイヤー」の候補として、地方名望家・有志家の存在が挙げられよう。  
4 たとえば、Wong, R. Bin, China Transformed: Historical Change and the Limits of European Experience, Cornell 
University Press, 1997.  
5 日本と中国の間で、「公」と「私」の観念が異なる点に関しても、いくつか研究がある。たとえば、溝口
雄三『一語の辞典 公私』三省堂、1996 年では、日本では、私的領域とは違う「領域としての公」が強調
されるのに対して、中国では、“私”としての個人がつながることによって成立する「つながりの公」が強
調されたという。そして、中国の方が、倫理性が強調されたようである。 
6 Deng, Kang, The Premodern Chinese Economy: Structural Equilibrium and Capitalist Sterility, Routledge, 1999.  
7 古典的研究としては、東亜研究所『商事に関する慣行調査報告書―合股の研究』東亜研究所、1943 年；
濱下武志『近代中国の国際的契機』東京大学出版会、1990 年、289 頁。 
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るものである。「総有」では、家産の維持を第一義とし、そのためには財産の分割や配当の
要求は制限されるべきものであった8。「合股」と「総有」には、短期的視点から家産や企業
をみる中国的社会と、長期的視点から家産や企業をみる日本的社会との違いが見られる。
このような関係は、現在でも日本と中国の企業観念の違いとなって表れているのである9。 
また、日本と中国の間には、産地の結束力の程度、もしくはその方向性に違いがあった
ことが、本稿の分析から窺える。これを説明する一つの立場として、信頼関係（もしくは
社会的資本）の違いがしばしば指摘されてきた。たとえばF・フクヤマは、アメリカ・ドイ
ツ・日本で大企業が繁栄した一方、フランス・イタリア・中国で中小家族企業が支配的で
ある点に着目し、違いの要因として、前者の社会が「高信頼社会」であるのに対し、後者
が「低信頼社会」である点を指摘した。また、酒向氏は日本とイギリスの企業間関係を比
較し、イギリスの企業間関係は「契約上の信頼（contractual trust）」に依拠する傾向が強いの
に対し、日本の企業間関係は「能力に対する信頼（competence trust）」や「善意の信頼（goodwill 
trust）」に依拠する傾向が強かったことを指摘している10。しかし、トートロジーになるが、
この信頼関係の根底にも、長期的行動様式と短期的行動様式の違いがある。長期的行動に
立脚して行動しなければ、そのような信頼を重視して協調関係を保とうとする誘因が生じ
ない可能性があるためである。日本・中国ともに、取引が市場でも組織でもない中間領域
（中間組織・長期的取引関係・ネットワークなど）に依拠したことは事実であろう。これ
らの組織を「中間組織」として一括できるとしても、その属性は異なっていたと言ってよ
い。日本では、産業内のネットワークが強い傾向にあるのに対し、中国では、産業内・地
域内というより、産業間・地域間のネットワークが強かったのではないか。上記の「信頼」
に即せば、中間組織を支える「信頼」の方向と強弱に違いがあったと言えるのではないか。 
以上のように、ゲーム理論からは、ある制度がどのように形成され機能したかについて
説明することはできる。しかし、その違いを生んだ根本的原因については、理論のみから
説明することは困難であり、その外にある偶然的要素や歴史的要因を考慮に入れなければ
ならない。その起源の解明には、経済史・歴史学・社会学などの助力を得る必要がある。 
その違いの中には、近世期における経済社会の違いにまで淵源をたどれる部分もある。
日本では、鎖国・人口の抑制などが功を奏し、安定した村落社会が形成されたと言われる11。
それに対し、中国では、人口爆発の結果、内陸・台湾・東南アジアに向かって大量の移民
が送り出され、移動が激しく流動的な社会が形成されたと言われる12。こうした違いを認め
                                                  
8 三井などの近世の商家における「総有」の意義を強調した研究として、安岡重明『財閥形成史の研究』
ミネルヴァ書房、1970 年。 
9 たとえば、Tam, S., “Centrifugal versus Centripetal Growth Processes: Contrasting Ideal Types for Conceptualizing 
the Developmental Patterns of Chinese and Japanese Firms” (in Clegg, S. R., and S. G. Redding eds., Capitalism in 
Contrasting Cultures, de Gruyter, 1990) によると、中国人企業（この論文では主に香港企業）は、企業を道具
とみなし、遠心力が働きやすく、一時的で不安定であるのに対し、日本企業は比較的永続的であり、集団
主義的（collectivistic）で、求心力が働きやすいと言う。   
10 以上は、フクヤマ・Ｆ『「信」無くば立たず』（加藤寛訳）、三笠書房、1996 年；Sako, Mari, Prices, Quality, 
and Trust: Inter-firm Relations in Britain and Japan, Cambridge University Press, 1992. 
11 たとえば、大石慎三郎・中根千枝編『江戸時代と近代化』筑摩書房、1986 年、420～436 頁など。 
12 山田賢『移住民の秩序―清代四川地域社会史研究』名古屋大学出版会、1995 年；岸本美緒『東アジアの
「近世」』山川出版社、1998 年、76～78 頁。以上のことは、直接的には、「補論」でみた景徳鎮と有田の違
いに見られる。両産地は、日中の対外政策に翻弄されつつ、16～17 世紀にひとたび世界市場で競合した。
しかし、その後、有田では藩の専売などを通じ、地域単位の「産地」意識が形成されていったのに対し、
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るならば、日本では、安定した環境の下で、一つの能力に対し熟練を蓄積することも、特
に同じ「場」に所属する人々の間に長期的信頼関係を築くことも、各経済主体の合理的行
動の結果であり、彼らの利益にかなっていたであろう。他方、流動的で不安定な環境の下
では、一つの熟練を蓄積するよりも、変化への対応能力を身につける方が有利であった。
また、信頼関係を構築するのは信頼できる一部の人に限定しつつ、他人との信頼関係は契
約遵守などの最小限にとどめることが、経済主体にとって合理的であったかもしれない。
先述の通り、「合股」と「総有」に代表される企業観念の淵源も、近世期の社会に遡れる部
分がある。このような近世期の違いが、近代に入っても、「経路依存性」によって継承され、
これまで示してきた制度上の違い・産地の違いに結実した可能性は否めない。逆に考えれ
ば、上記のような中国の特質は、変化の激しい社会では長所になることも考えられる。 
本節の議論は、先行研究の蓄積を借用したのみであり、きわめて粗雑な議論ではある。
しかし、こうした歴史的淵源は、両国の「在来的経済発展」の違いを、経路依存的に決定
した一因であったことは指摘しておいてよかろう。 
 
3．現代のアジア経済にむけて―近代化の遅速か、2 つの近代化か？ 
 最後に、本稿の現代的意義について私見を述べておきたい。本稿の分析は、戦前期にお
ける日中間の制度比較に関するものであり、これを現代まで単純に敷衍することは慎まな
ければならない。特に中国は日中戦争・内戦・社会主義化という激動の時代を経過せざる
を得なかったため、経済制度が戦前から単純に連続していると考えることには無理がある。
しかし、うがった見方をすれば、中国において取引を強力に秩序化した「組合内懲罰」の
メカニズムは、社会主義の仕組みに通じると言えなくもない。その後、その拘束から解放
された現在の中国が、経済主体がそれぞれ個別化した市場経済へと再び変容したとすると、
共産党による秩序化から個別化へと、振り子が大きく振れたとみなすことも可能である。 
第 5・6 章で見たような短期的な参入と退出、業界内の脆弱な協力関係という特徴は、現
代中国でも見られる。たとえば民間主導の力強い地域発展として脚光を浴びている「温州
模式」には、活発な参入・退出、激しい価格競争といった特徴があることが分かっている13。
少し乱暴な議論ではあるが、中国で長期にわたって利潤を獲得するには、①政府の庇護、
②ギルドによる独占の維持、③経営の多角化による経営力の強化、の 3 つしかないという14。
景徳鎮では①が、花莚では②が、メリヤス製造業で③が見られたことを考えれば、清末・
民国期にも同様の現象が見られ、現代とも部分的に通底していたと考えられる。同様の議
論は、台湾についても成り立ち、中小企業が質よりも柔軟性を武器に世界市場に参入して
いった事実15は、第 6 章の分析結果に近いと言える。また、上記の「温州模式」では、外国
や中国各地に移住した温州出身「外出人」のネットワークも重要な貢献をした。そこから
                                                                                                                                                  
景徳鎮では、明清期の制度をそのまま維持しつつ、近代を迎えたと考えられる。西松浦郡陶磁器同業組合
事務所編『有田陶業史』1919 年、17～18 頁によると、鍋島藩の殖産興業政策が郡令の政策に継承されたと
ある。このような近世期の違いが、日中近代化に影響を及ぼしたとは言えないか。  
13 たとえば、「―」（『』2005 1539～50） 
14 園田茂人『中国人の心理と行動』NHK 出版、2001 年、208～209 頁。 
15 Feenstra, R. C., G. G. Hamilton, and Deng-Shing Huang, “The Organization of the Taiwanese and South Korean 
Economies: A Comparative Equilibrium Analysis” (in Rauch, J. E. and Cassela, A. C., Network and Markets, Russell 
Sage Foundation, 2001). 
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は、出身地の地縁や血縁を通じ、広範な情報がもたらされる経路があったことが窺える16。
興味深いことに、これも、景徳鎮などで見られたネットワークと符合している。 
近年、ビジネス・アーキテクチャ論からみた中国論がある。この議論によれば、中国で
は、オートバイなど、企業同士の「すり合わせ」を必要とする「クローズ＝インテグラル
型アーキテクチャ」の製品も、コピー部品などの生産を通じ、「擬似的オープン・アーキテ
クチャ」に作り替えられる事例が見られる17。中国の企業が、企業同士の「すり合わせ」を
必要としない「オープン＝モジュラー型アーキテクチャ」を得意とする傾向があることも
指摘されている18。たとえば、戦前中国の企業間信頼関係の欠如、企業間中間組織の弱さが、
当時は考え方すら存在しなかったが、「オープン＝モジュラー型アーキテクチャ」と親和的
であることは、妥当性を持ちえよう。そうした根拠から、現代中国の特徴も戦前期に淵源
があると主張するのはうがった見方であろうか。 
同様のことは日本にも当てはまる。本稿で扱った産地の中間組織と、その後に登場する
企業間取引を中心とするサプライヤーのネットワークとは、質を異にするものの、ともに
企業間の「すり合わせ」を必要とする「クローズ＝インテグラル型アーキテクチャ」との
距離が近かったことは言ってよかろう。 
このように現代にまで視野を広げると、日本が 19 世紀末に近代経済成長を開始し、遅れ
て中国がキャッチアップしたとする見方だけでは捉えられない面もあることが分かる。
GDP や工業化という一次元的尺度から見れば、中国が日本にキャッチアップしたように見
えるのは当然である。しかし、一見キャッチアップしたように見えながらも、過去の遺産
を受け継ぎつつ、異なる経路を歩んできた面もあるのではないか。中国における「在来的
経済発展」の途と日本における「在来的経済発展」の途とがあり、時を経ても 2 つの途は
ある程度残り、21 世紀初頭の段階で未だ収斂していない。今後とも収斂しないかという問
いには、現時点では答えにくいが、現在の IT 革命を前提にして、日本側の方がアメリカ＝
中国側の経路に収斂していくという可能性すら喧伝されているのが今日の実情である。 
本稿の分析は、近代化の遅速の中に隠されていた近代化・経済発展の複数の経路を浮き
ぼりにし、東アジアを基盤とした労働集約的産業の「制度間競争」の諸相を解明する試み
であった。さらに言えば、近代化という傾向がすべての社会に共通するとしても、「複数の
近代化」がありえることを示す試みでもあった。少なくとも、現在目の当たりにしている
「複数の近代化」の種は、戦前期に蒔かれていたと考えられるのではなかろうか。 
                                                  
16 西口敏宏「中国浙江省・温州 急発展のカギ―脱日常のネットワーク」（『日本経済新聞』2004 年 4 月 21
日所収）。 
17 藤本隆宏・新宅純二郎編著『中国製造業のアーキテクチャ分析』東洋経済新報社、2005 年。 
18 安室憲一『徹底検証中国企業の競争力―「世界の工場」のビジネスモデル』日本経済新聞社、2003 年。 
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